
事務 11

事業

対象

予定

単位： ％ 実績

予定

単位： 回 実績

予定

単位： 実績

予定

単位： 実績

予定

実績

担当部課 学校教育部　学務課

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（活動指標１)就学援助事業の周知回数

非常に高い

　

事業区分 Ⅲ－３

0.00

小学校に通学している児童の保護者

実施計画事業

（千円）

活動指標

目

標

達

成

状

況
ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

3

成果指標

活動指標１

3

0.00

0.00

0.00

区分

必要性 非常に高い

事務事業目的

効率性

　現行どおり

施策体系 　就学にかかる経済的支援の推進

　

成果指標

方向性

活動指標２

事務事業内容

実施形態

活動指標３

直営（一部補助）

改善、効率化
の内容

0.00 0.00

学用品費の滞納率
※令和4年度までは、全児童数に対する滞納率を示していましたが、就学援助に対する効
果を判断する指標としては不適当であることから、令和5年度からは、就学援助費の対象
者に対する滞納率を示します。なお、基準日は年度末としています。

　学校教育法第１９条の規定に基づき、経済的理由により就学が困難と認められる児童の保
護者に対して、経済的援助を行うことにより、就学を支援します。

　経済的な理由により就学が困難な児童の保護者に対して、学用品費等、新入学児童学用品
費等、修学旅行費、校外活動費、学校給食費、医療費（指定された疾病のみ）、卒業アルバ
ム代等、オンライン学習通信費を支給します。

3

0.03 0.14 0.00

3 3

0.09

3 3 3

3

77,242

66,374

3

71,288

　経済的な理由によって、就学困難と認められる学齢児童の学習環境を整える上で、また、
特別支援学級に在籍する児童に対する教育の質を確保する上で、必要性は非常に高い。

60,810

効率性

63,931

63,929 64,385

71,174

必要性

方向性

　就学に対する経済的援助ができる。

　相談員や支援員からの相談に応じて就学援助を案内し、申請に繋げるなど対象者を効率的
に把握し、経済的に困難な家庭に対し学用品費や給食費などを援助した。

　学校教育法第19条において、「経済的理由によって、就学困難と認められる学齢児童生
徒の保護者に対しては、市町村は必要な援助を与えなければならない。」とされており、児
童の適切な学習環境を整えるためにも事業を継続していく。

75,689

67,583

令和７年度教育委員会事務事業点検評価(令和６年度実施事務事業)評価表

小学校就学援助事業整理番号

見直し実績

　国の基準に準じ、令和６年度から新入学児童学用品費等の増額を行った。

事

務

事

業

評

価

内部要因
外部要因

51



事務 12

事業

対象

予定

単位： ％ 実績

予定

単位： 回 実績

予定

単位： 実績

予定

単位： 実績

予定

実績

令和７年度教育委員会事務事業点検評価(令和６年度実施事務事業)評価表

整理番号 中学校就学援助事業

　就学に対する経済的援助ができる。

必要性

担当部課 学校教育部　学務課

令和２年度 令和３年度 令和４年度

（千円）

活動指標１

活動指標２

令和６年度

方向性

中学校に通学している生徒の保護者

令和５年度

実施形態

活動指標

成果指標

実施計画事業

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

3

区分

必要性 非常に高い 効率性

活動指標３

事務事業内容

非常に高い

事務事業目的

　

0.00 0.00
目

標

達

成

状

況

0.06

3

3

成果指標

施策体系

 

事業区分 Ⅲ－３

0.00

改善、効率化
の内容

現行どおり

　学校教育法第１９条の規定に基づき、経済的理由により就学が困難と認められる生徒の保
護者に対して、経済的援助を行うことにより、就学を支援します。

　経済的な理由により就学が困難な生徒の保護者に対して、学用品費等、新入学生徒学用品
費等、修学旅行費、校外活動費、学校給食費、生徒会費、医療費（指定された疾病のみ）、
卒業アルバム代等、オンライン学習通信費を支給します。

76,895

　就学にかかる経済的支援の推進

0.31 0.22 0.23

3 3

76,985 72,840

3 3 3 3

（活動指標１）就学援助事業の周知回数

65,621

学用品費の滞納率
※令和4年度までは、全生徒数に対する滞納率を示していましたが、就学援助に対する効
果を判断する指標としては不適当であることから、令和5年度からは、就学援助費の対象
者に対する滞納率を示します。なお、基準日は年度末としています。

61,468

0.00

直営（一部補助）

0.15

3

0.00

　学校教育法第19条において、「経済的理由によって、就学困難と認められる学齢児童生
徒の保護者に対しては、市町村は必要な援助を与えなければならない。」とされており、生
徒の適切な学習環境を整えるためにも事業を継続していく。

76,615

67,995 67,888 66,199

73,436

見直し実績

事

務

事

業

評

価

内部要因
外部要因

効率性

方向性

　経済的な理由によって、就学困難と認められる学齢生徒の学習環境を整える上で、また、
特別支援学級に在籍する生徒に対する教育の質を確保する上で、必要性は非常に高い。

　相談員や支援員からの相談に応じて就学援助を案内し、申請に繋げるなど、対象者を効率
的に把握し、経済的に困難な家庭に対し、学用品費や給食費などを援助した。
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事務 19

事業

対象

予定

単位： 人 実績

予定

単位： 日 実績

予定

単位： 日 実績

予定

単位： 実績

予定

実績

令和７年度教育委員会事務事業点検評価(令和６年度実施事務事業)評価表

整理番号 図書館管理事業

Ⅴ－２

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

（千円）

成果指標

活動指標１

活動指標２

活動指標３

　図書館利用者

事務事業目的

事務事業内容

実施形態

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（活動指標１）図書館の開館日数
（活動指標２）図書館の夜間開館日数

319 319

540,000 540,000

358,539

318

540,000

319 317

318 318

540,000 540,000

420,354 425,525 415,588

318

318 318

319 319

319 317

92,224

68,769 79,813 83,641 90,643

事業区分 その他の事業 施策体系 　生涯学習の機会や場の充実

区分

必要性 高い 効率性 高い

方向性 現行どおり
改善、効率化

の内容
　

　

202

318

70,343 74,761 87,581

318 318

76,675

76,181

　図書館来館者数

　図書館施設を適切に維持管理し、利用者に快適な学習の場と機会を提供します。

　図書館施設・設備の維持管理、事務用品や備品等の管理、その他図書館運営に必要な業務
を総括的に管理します。

　直営・指定管理館（狭山台図書館）

成果指標

活動指標

目

標

達

成

状

況

239,447

318

事

務

事

業

評

価

内部要因
外部要因

必要性

効率性

方向性

  市民の学習ニーズは多様化、高度化しており、社会教育、生涯学習の場として図書館の果
たす役割は大きいことから、本事業の必要性は高い。

  適切に施設の管理を行うため、専門の業者に設備の管理や警備等の業務を委託している。

  図書館施設を適切に維持管理し利用者に提供するため、事業を継続して実施していく。

ニーズ　いつでも誰でも使える生涯学習の場が求められている
強　み　市内11か所の公民館や2か所の図書館、博物館などの生涯学習の場が充実してい
る

生涯学習部　中央図書館担当部課

見直し実績

176
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